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第１ 調査対象の属性 

 

今回調査の調査対象である経営者（生衛組合の組合員）の属性についてみると、「男性」、「40 歳～60

歳未満」、「組合加入年数 20 年以上」、「業歴 20 年以上の者」の割合が高い。 

企業（お店）の属性についてみると、「個人経営」、「従業者数１～4 人」、「業歴 20 年以上」の割合が

高く、業種別３区分では「サービス業関係」の割合が高い。また、個別業種でみると、「理容」、「美容」、

「一般飲食」の順で割合が高くなっている。 

 

性 別  (%)  年 齢      (%)   組合加入年数    (%)  

調 

査 

数 

男 

性 

女 

性 

 
 

調 

査 

数 

４０
歳 

未
満 

４０
歳
～

６０
歳
未
満 

６０
歳
～

７０
歳
未
満 

７０
歳 

以
上 

 
 

調 
査 

数  

３
年 

未
満 

３
年
～
５
年
未
満 

５
年
～

１０
年
未
満 

１０
年
～

２０
年
未
満 

２０
年
以
上 

4131 80.3 19.7   4131 14.2 46.4 26.7 12.6   4131 14.1 9.4 10.0 18.3 48.2 

 

経営形態     (%)  従業員数      (%)   業歴      (%) 

調 

査 

数 

個 

人 

法 

人 

 
 

調 
査 
数 

１
～
４
人 

５
～
９
人 

１０
～

１９
人 

２０
～

２９
人 

３０
人 

以
上 

 
 

調 

査 

数 

３
年 

未
満 

３
年
～
５
年
未
満 

５
年
～

１０
年
未
満 

１０
年
～

２０
年
未
満 

２０
年 

以
上 

4131 66.8 33.2   4131 65.5 14.7 8.7 4.0 7.0   4131 6.7 4.7 7.6 16.0 65.1 

      

業 種               (%) 

調 

査 

数 
め 

ん 

類 

中
華
料
理 

す 
 

し 

料 
 

理 

喫 
 

茶 

社 
 

交 

一
般
飲
食 

食
肉
販
売 

食
鳥
肉
販
売 

氷
雪
販
売 

理 
 

容 

美 
 

容 

興 
 

行 

ホ
テ
ル
・
旅
館 

公
衆
浴
場 

ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

4131 3.7 3.3 5.6 3.7 3.4 5.3 12.9 6.2 2.1 1.0 16.9 16.7 3.0 6.6 2.9 6.7 

 

業種別３区分       (%) 

調 

査 

数 

飲
食
関
係 

販
売
関
係 

サ
ー
ビ
ス
関
係 

4131 38.0 9.3 52.7 

 
 （注）本報告書の各表中の黄色及び青色の塗りつぶし欄は、業種の中でその割合が第１位及び第２位を 

    示しており、茶色の欄は、当該設問（回答）中での割合が高いことを示している。 
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第２ 調査結果の概要 

 

１ 生活衛生同業組合について 
 
（１） 生活衛生同業組合のことを知ったきっかけ（複数回答） 

 

   組合員が生活衛生同業組合のことを知ったきっかけについては、「同業者」が約 70％で最も高  

い割合を示している。 次いで 「親」（約 31％）、「開業するまで従事していた店の経営者」（約 22％）、

「親戚・知人」（約 13％）の順で、人とのつながりが上位を占めている。 

   融資や許認可業務に関係する「日本公庫等」（約 12％）、「保健所」（約 10％）がそれに続き、組

合から直接情報を得られる「組合やセンターのパンフレット」、「講習会・セミナー等」、「生衛組合

やセンターのホームページ」は、いずれも約５％以下にとどまっている。 ［第１図］ 

 

   

 

             

 

【年齢階級別】 

 

  生活衛生同業組合のことを知ったきっかけを年齢階級別にみると、すべての年齢層において、「同

業者」が 70％前後で最も高い割合を占め、次いで「親」が 30％程度となっている。なお、「同業者」

では、高年齢層ほど高い割合となっている。 

 また、融資や許認可業務に関連して、低年齢層ほど「日本公庫等」の資金調達で組合のことを知っ

た割合が高く、40 歳未満では約 17％となっている。一方、「保健所」を通じて組合のことを知った割

合は、高年齢層ほど高く、40 歳未満では約５％であるのに対し、70 歳以上では約 18％となっている。 

さらに、組合からの直接の情報入手では、「組合やセンターのパンフレット」、「講習会・セミナー等」

は、高年齢層が高く、「生衛組合やセンターのホームページ」は、低年齢層が高いといった傾向がみら

れる。 ［第１表］ 
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第１図 生衛組合を知ったきっかけ（生衛業計） (%)
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  第１表 年齢階級別にみた生衛組合を知ったきっかけ        （％） 

 

調 
 

査  

数 

同 

業 

者 

親 開
業
す
る
ま
で
従
事
し
て
い

た
店
の
経
営
者 

親 

戚
・
知 

人 

日 

本 

公 

庫 

等 

保 

健 

所 

仕
入
業
者
・
材
料
商
等 

組
合
や
セ
ン
タ
ー
の
パ
ン
フ

レ
ッ
ト 

講 

習 

会
・
セ
ミ
ナ
ー
等 

指
導
セ
ン
タ
ー 

業 

界 

新 
聞 

等 

生
衛
組
合
や
セ
ン
タ
ー
の 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ 

総    数 4129 70.2 30.6 21.6 12.5 12.0 9.7 5.7 4.7 4.1 2.7 2.2 1.9 

40 歳未満 586 69.9 25.0 24.7 13.9 17.3 5.3 6.3 4.1 2.9 2.4 1.4 2.7 

40 歳～60 歳未満 1917 67.7 35.8 20.0 13.2 12.6 7.2 4.9 4.3 3.4 2.1 2.0 1.8 

60 歳～70 歳未満 1104 72.3 26.9 22.1 11.2 10.1 12.3 6.9 5.2 5.5 2.9 2.3 2.0 

70 歳以上 522 75.0 25.6 22.7 11.2 7.7 18.3 5.8 5.8 4.4 5.0 3.8 1.2 

 

 

【業種別】 

  生活衛生同業組合のことを知ったきっかけを業種別にみると、すべての業種において、「同業者」が

最も高い割合を占めており、総数（生衛業平均）では２番目、３番目に割合の高い「親」、「開業する

まで従事していた店の経営者」については、業種によるバラツキがみられる。 

  「親」は、販売業関係（食肉販売、食鳥肉販売）とサービス業関係（理容、公衆浴場、クリーニン

グ）で比較的高い割合となっている。 

  「開業するまで従事していた店の経営者」は、サービス業関係（理容、美容）と飲食業関係の一部

（めん類、すし等）で比較的高い割合となっている。 

  「日本公庫等」は、総数の約 12％と比べ、美容と飲食業関係の一部（喫茶、一般飲食等）で比較的

高い割合となっている。 

 また、「組合やセンターのパンフレット」は、ホテル・旅館、食肉販売、氷雪販売が、「講習会等」

は、理容、食肉販売、美容が、「指導センター」は、氷雪販売、公衆浴場、興行が、「生衛組合やセン

ターのホームページ」は、ホテル・旅館、社交、食肉販売が、他の業種に比べて高い割合となってい

る。 ［第２表］ 

  



- 6 - 

 

  第２表 業種別にみた組合を知ったきっかけ             （％） 

 

調 
 

査  

数 

同 

業 

者 

親 開
業
す
る
ま
で
従
事
し
て
い

た
店
の
経
営
者 

親
戚
・
知
人 

日 

本 

公 

庫 

等 

保 

健 

所 

仕
入
業
者
・
材
料
商
等 

組
合
や
セ
ン
タ
ー
の
パ
ン
フ

レ
ッ
ト 

講 

習 

会
・
セ
ミ
ナ
ー
等 

指
導
セ
ン
タ
ー 

業 

界 

新 
聞 

等 

生
衛
組
合
や
セ
ン
タ
ー
の 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ 

総    数 4121 70.2 30.6 21.6 12.5 12.0 9.7 5.7 4.7 4.1 2.7 2.2 1.9 

め ん 類 153 68.0 33.3 19.6 13.7 14.4 10.5 7.2 2.0 2.6 3.3 2.0 0.7 

中 華 料 理 136 76.5 11.0 17.6 15.4 16.2 9.6 10.3 4.4 2.2 1.5 1.5 2.2 

す   し 233 73.4 23.2 21.5 10.3 6.0 6.4 3.4 3.0 0.9 2.1 0.9 2.6 

料   理 153 65.4 35.9 5.2 17.0 14.4 4.6 3.3 3.3 2.0 5.2 1.3 1.3 

喫   茶 140 62.9 10.7 10.7 16.4 25.7 9.3 10.7 3.6 2.9 3.6 1.4 2.1 

社   交 221 79.6 7.2 13.6 19.0 11.8 10.4 0.9 5.0 1.8 2.7 0.9 4.1 

一 般 飲 食 531 72.7 18.1 7.9 16.0 17.3 12.2 1.3 6.6 2.4 2.1 1.5 2.1 

食 肉 販 売 257 71.6 42.8 10.5 10.5 8.6 10.5 7.8 8.2 5.8 3.5 2.7 3.5 

食鳥肉販売 86 69.8 43.0 5.8 9.3 5.8 3.5 14.0 － 1.2 2.3 － － 

氷 雪 販 売 40 70.0 35.0 15.0 10.0 － 17.5 2.5 7.5 5.0 12.5 2.5 － 

理   容 699 65.7 49.5 44.8 11.3 7.3 8.0 5.4 3.4 7.6 1.1 2.6 1.0 

美   容 687 69.4 20.1 40.3 11.4 17.8 11.6 9.8 4.2 5.7 0.4 1.3 1.3 

興   行 123 89.4 15.4 5.7 7.3 3.3 2.4 1.6 4.1 0.8 10.6 5.7 2.4 

ホテル・旅館 269 77.3 31.6 5.2 12.3 10.8 10.4 3.3 8.9 4.1 3.0 5.9 4.5 

公 衆 浴 場 118 58.5 52.5 9.3 8.5 9.3 17.8 2.5 5.9 1.7 11.0 2.5 1.7 

クリーニング 275 61.1 53.8 10.9 9.5 5.5 8.4 8.0 2.9 3.6 3.3 3.6 0.4 

飲 食 関 係 1567 72.0 19.3 12.7 15.4 14.9 9.7 4.0 4.6 2.1 2.7 1.3 2.2 

販 売 関 係 383 71.0 42.0 9.9 10.2 7.0 9.7 8.6 6.3 4.7 4.2 2.1 2.3 

サービス関係 2171 68.7 36.8 30.0 10.8 10.7 9.7 6.5 4.5 5.3 2.5 2.9 1.6 

 

（２） 生活衛生同業組合に加入することを決めた理由(加入時に期待したこと)（複数回答） 
 

   生活衛生同業組合に加入することを決めた理由（加入時に期待したこと）については、「同業者や

地域での人脈を作りたかった」（約 41％）と「業界の活性化や地域の活性化に貢献できると思った」

（約 40％）に次いで、「経営に必要な情報を得たかった」（約 36％）、「組合が実施する事業に参加

したかった」（約 34％）、「公庫融資で特利を受けたかった」（約 33％）の順となっている。 

  また、「特に理由はないが、付き合いと思って加入した」は、約 26％となっている。 

   一方、「共済事業への加入や割引制度を利用したかった」（約 12％）、「経営上の指導・相談を受け

たかった」（約 11％）、「店の知名度や格をあげたかった」（約 4％）は、他の理由と比較して低い割

合となっている。 ［第２図］ 

 



- 7 - 

 

 
 

 

【年齢階級別】 

  生活衛生同業組合に加入することを決めた理由（加入時に期待したこと）を年齢階級別にみると、

「同業者や地域での人脈を作りたかった」は、どの年齢階級でも高い割合を示しており、40歳以上の

年齢階級ではそれぞれ 40％以上となっている。 

「業界の活性化や地域の活性化に貢献できると思った」は、70 歳以上で 45％と高い割合になって

いる。 

「公庫融資で特利を受けたかった」は年齢階級が低いほど割合が高く、40 歳未満で約 43％と最も

高くなっている。また、「共済事業への加入や割引制度を利用したかった」、「経営上の指導・相談を受

けたかった」についても、40 歳未満でそれぞれ約 19％、約 13％と、他の年齢階級に比べ高くなって

いる。このことから、低年齢層では、自社経営に直接関係する事項が強い加入動機となっていること

がうかがえる。 

  「組合が実施する事業（講習会等）に参加したかった」は、高年齢層ほど割合が高くなり、70歳以

上で約 42％となっている。 ［第３表］ 

   

    第３表 年齢階級別にみた組合加入の理由            （％） 

  

調 
 

査  

数 

同
業
者
や
地
域
で
の
人

脈
を
作
り
た
か
っ
た 

業
界
の
活
性
化
や
地
域

の
活
性
化
に
貢
献
で
き

る
と
思
っ
た 

経
営
に
必
要
な
情
報
を

得
た
か
っ
た 

組
合
が
実
施
す
る
事
業

（
講
習
会
等
）
に
参
加
し

た
か
っ
た 

公
庫
融
資
で
特
利
を
受

け
た
か
っ
た 

特
に
理
由
は
な
い
が
、
付

き
合
い
と
思
っ
て
加
入

し
た 

共
済
事
業
へ
の
加
入
や

割
引
制
度
を
利
用
し
た

か
っ
た 

経
営
上
の
指
導
・
相
談
を

受
け
た
か
っ
た 

店
の
知
名
度
や
格
を 

あ
げ
た
か
っ
た 

総   数 4129 40.7 40.0 35.6 34.1 33.4 25.8 11.8 10.9 3.8 

40 歳未満 586 37.0 36.5 29.2 28.1 42.7 20.6 18.5 12.7 2.7 

40 歳～60 歳未満 1917 41.3 40.5 34.6 31.7 34.7 25.8 13.1 10.6 3.3 

60 歳～70 歳未満 1104 41.2 38.5 40.2 38.1 29.5 29.5 8.2 12.1 4.3 

70 歳以上 522 41.7 45.4 36.9 41.5 26.4 23.9 7.1 7.7 6.0 

40.7

40.0

35.6

34.1

33.4

25.8

11.8

10.9

3.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

同業者や地域での人脈を作りたかった

業界の活性化や地域の活性化に貢献できると思った
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組合が実施する事業（講習会等）に参加したかった
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共済事業への加入や割引制度を利用したかった
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店の知名度や格をあげたかった

第２図 組合加入の理由（加入時に期待したこと）（生衛業計） (%)
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【業種別】 

  生活衛生同業組合に加入することを決めた理由（加入時に期待したこと）を業種別にみると、生衛

業全体で割合の高い「同業者や地域での人脈を作りたかった」、「業界の活性化や地域の活性化に貢献

できると思った」、「経営に必要な情報を得たかった」は、各業種で共通して高い割合となっているが、

特に「同業者や地域での人脈を作りたかった」は飲食関係（約 43％）で、「業界の活性化や地域の活

性化に貢献できると思った」、「経営に必要な情報を得たかった」は販売関係（それぞれ約 45％、約

40％）で、高い割合となっている。 

  また、「組合が実施する事業に参加したかった」は、理容（約 54％）、クリーニング（約 49％）、美

容（約 45％）のサービス業関係で、かなり高い割合となっている。 

  なお、「公庫融資で特利を受けたかった」は業種による差が大きく、飲食業関係では喫茶、中華料理、

一般飲食が、サービス業関係では美容、理容、公衆浴場が、全業種平均に比べて高い割合となってい

る。 ［第４表］ 

 

  第４表 業種別にみた組合加入の理由              （％） 

 

調 
 

査  

数 

同
業
者
や
地
域
で
の
人

脈
を
作
り
た
か
っ
た 

業
界
の
活
性
化
や
地
域

の
活
性
化
に
貢
献
で
き

る
と
思
っ
た 

経
営
に
必
要
な
情
報
を

得
た
か
っ
た 

組
合
が
実
施
す
る
事
業

に
参
加
し
た
か
っ
た 

公
庫
融
資
で
特
利
を
受

け
た
か
っ
た 

特
に
理
由
は
な
い
が
、
付

き
合
い
と
思
っ
て
加
入

し
た 

共
済
事
業
へ
の
加
入
や

割
引
制
度
を
利
用
し
た

か
っ
た 

経
営
上
の
指
導
・
相
談
を

受
け
た
か
っ
た 

店
の
知
名
度
や
格
を 

あ
げ
た
か
っ
た 

総   数 4112 40.7 40.0 35.6 34.1 33.4 25.8 11.8 10.9 3.8 

め ん 類 152 44.7 38.8 43.4 36.8 34.2 23.7 10.5 7.9 1.3 

中華料理 137 40.1 32.1 29.2 30.7 46.0 29.2 8.0 13.1 3.6 

す    し 232 41.4 44.4 33.6 22.8 27.6 28.0 10.3 9.9 3.9 

料    理 152 46.1 49.3 40.8 23.0 32.2 19.7 8.6 9.9 5.9 

喫    茶 141 46.1 35.5 34.0 17.0 50.4 17.0 9.9 19.1 2.8 

社    交 221 40.3 43.0 34.8 17.2 35.3 27.6 10.4 16.7 5.0 

一般飲食 529 42.5 39.1 32.5 20.2 39.5 28.2 12.7 11.0 5.1 

食肉販売 255 36.1 47.5 42.0 29.0 19.6 28.2 12.2 9.4 2.7 

食鳥肉販売 84 51.2 39.3 39.3 25.0 19.0 36.9 6.0 3.6 2.4 

氷雪販売 40 42.5 40.0 32.5 20.0 17.5 37.5 2.5 2.5 10.0 

理    容 695 40.1 39.3 27.3 53.7 35.7 29.2 14.0 6.5 3.6 

美    容 690 33.0 32.8 33.5 44.8 39.9 28.1 16.1 9.7 3.5 

興    行 123 52.8 61.8 39.8 26.0 17.1 15.4 2.4 8.9 0.8 

ホテル・旅館 270 47.0 53.3 48.1 26.3 21.1 10.7 18.9 16.7 3.0 

公衆浴場 117 29.1 44.4 46.2 23.1 36.8 17.9 5.1 23.1 0.9 

クリーニング 274 44.2 25.9 42.0 48.9 25.5 26.3 4.4 13.5 6.6 

飲 食 関 係 1564 42.7 40.5  34.7  22.7  37.5 25.9  10.7  12.1  4.3  

販 売 関 係 379 40.1  44.9  40.4  27.2  19.3  31.1  9.8  7.4  3.4  

サービス関係 2169 39.4  38.8  35.5  43.6  32.9  24.8  12.9  10.7  3.6  
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（３） 組合に加入したことで受けることができた便益やメリット 

 

  組合に加入したことで受けることができた便益やメリットについては、「同業者との人脈形成、親

睦交流や情報交換が図れた」が約 82％で最も高い割合を示し、前問の生活衛生同業組合に加入するこ

とを決めた理由（加入動機）で最も高い割合の「同業者や地域での人脈を作りたかった」（約 41％）

と比べ、期待通りの便益･メリットを受けていることがうかがえる。 

  次いで、「研修会等に参加し必要な知識・情報、技術・技能を習得することができた」（約 63％）、

「有用で適切な情報が入手できた」（約 62％）が高い割合となっており、情報に関する事項が上位に

並ぶ結果となっている。 

  なお、この項目についても、前問の「組合が実施する事業（講習会等）に参加したかった」（約 34 

 ％）、「経営に必要な情報を得たかった」（約 36％）と比べ、便益・メリットを感じている割合が高く

なっている。 

  「日本政策金融公庫の融資を受けることができた」は約 56％、「経営指導や衛生指導、相談を受け

ることができた」は約５３％、「各種共済事業に加入できた」は約 53％と、過半数の者が便益･メリッ

トを感じている。 

  また、「割引制度を利用することができた」は約 30％となっており、一方で「わからない」と回答

をした者が約 45％と比較的高い割合となっている。 

  「組合事業に参加することで店の知名度が上がった」（約 27％）、「組合事業に参加することで売上

が増加した」（約 14％）は、「そうは思わない」が「できたと思う」を上回っている。 ［第３図］ 
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第３図 組合加入の便益やメリット（生衛業計） (%)

できたと思う そうは思わない わからない
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【年齢階級別】 

   

  組合に加入したことで受けることができた便益やメリットを年齢階級別にみると、「同業者との人 

脈形成、親睦交流や情報交換が図れた」（第４図①）は、最も割合が低い 40 歳未満でも｢できたと思

う｣が 70％を超えており、年齢階級が高くなるほどその割合も高く、70 歳以上では約 87％となってい

る。 

  「研修会等に参加し必要な知識・情報、技術・技能を習得することができた」（第４図②）は、40歳

以上で｢できたと思う｣が 60％を超えているが、40歳未満では約 48％とやや低い。 

  「有用で適切な情報が入手できた」（第４図③）及び「日本政策金融公庫の融資を受けることができ

た」（第４図④）の｢できたと思う｣は、いずれの年齢階級も 50％～60％台で年齢階級による大きな差

はない。 

  「経営指導や衛生指導、相談を受けることができた｣（第４図⑤）及び「各種共済事業に加入できた」

（第４図⑥）の｢できたと思う｣は、40歳未満が 40％台であるのに対し、年齢階級が高くなるほどその

割合も高くなっており、いずれも 70 歳以上の割合が最も高い。 

 「組合事業に参加することで地域貢献、社会貢献ができた」（第４図⑦）の｢できたと思う｣は、40歳

未満で約 35％と低いが、40 歳以上ではいずれも 50％を超えている。 

「割引制度を利用することができた」（第４図⑧）については、｢できたと思う｣が 26％～31％であ

るのに対し、｢そうは思わない｣は 24％～27％で、いずれも年齢階級による大きな差はない。 

 「組合事業に参加することで店の知名度が上がった」（第４図⑨）については、年齢階級が高いほど

「できたと思う」の割合が高く、年齢階級が低いほど「そうは思わない」の割合が高くなっている。 

 「組合活動に参加することで売上が増加した」（第４図⑩）については、いずれの年齢階級も「で 

きたと思う」は 10％台、｢そうは思わない｣が 40％台となっている。 ［第４図］ 
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             第４図 年齢階級別にみた組合加入で受けた便益・メリット 

 

  

  

  

  

  

 

 

 

  

70.2

82.1

86.1

87.0

12.3

5.9

5.1

3.9

17.5

12.0

8.8

9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

① 同業者との人脈、親睦、情報交換

48.4

62.8

67.0

70.8

18.1

12.0

13.3

7.5

33.5

25.1

19.7

21.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

② 研修会等での情報、技能等の習得

55.9

63.2

63.5

58.6

14.7

11.0

13.2

14.3

29.4

25.8

23.3

27.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

③ 有用で適切な情報の入手

53.2

52.0

52.0

61.3

10.8

13.3

13.3

10.1

36.1

34.7

34.7

28.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

④ 日本政策金融公庫の融資

45.1

51.9

55.7

61.2

21.0

17.0

17.7

14.1

33.8

31.1

26.6

24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑤ 経営・衛生の指導、相談を受けた

40.9

51.9

56.7

60.6

19.8

15.6

15.5

10.4

39.3

32.5

27.8

29.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑥ 各種共済事業に加入

34.9

52.2

59.8

57.9

21.4

14.1

13.6

10.3

43.8

33.7

26.6

31.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑦ 事業参加で地域・社会貢献できた

26.0

30.4

30.5

28.0

26.5

24.3

27.0

24.5

47.5

45.3

42.5

47.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑧ 割引制度を利用できた

21.0

24.3

30.3

38.1

36.8

33.6

31.8

24.6

42.2

42.1

37.9

37.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑨ 事業参加で店の知名度が向上した

12.0

12.9

14.2

18.3

46.7

44.5

44.5

41.9

41.4

42.7

41.2

39.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑩ 事業参加により売上が増加した

できたと思う そうは思わない わからない



- 12 - 

 

【業種別】 

  組合に加入したことで受けることができた便益やメリットを業種別にみると、「同業者との人脈形

成、親睦交流や情報交換が図れた」が“できたと思う”は喫茶（約 68％）以外の業種で 70％以上と

なっており、最も割合が高い興行は約 95％となっている。 

「必要な知識・情報、技術・技能を習得できた」は、理容、美容、クリーニングなどのサービス

業関係での割合が高く、「有用で適切な情報が入手できた」ホテル・旅館、興行の他、飲食業関係、

販売業関係でその割合が高い。「経営指導や衛生指導、相談を受けることができた」は、公衆浴場、

理容の割合が高い。「各種共済事業に加入できた」は、美容、理容の割合が高く、サービス業で 59 

％となっており、飲食業関係の約 44％と比べその割合が高い。 

「割引制度を利用することができた」は、ホテル・旅館の約 56％が最も高い割合であったが、全

体としては飲食業関係での割合が高くなっている。 ［第５表］ 

 

     第５表 業種別にみた組合加入の便益・メリット 
      （受けることができたと答えた割合）        （％）  

 同
業
者
と
の
人
脈
形
成
、

親
睦
交
流
や
情
報
交
換
が

図
れ
た 

研
修
会
等
に
参
加
し
必
要

な
知
識
・
情
報
、
技
術
・
技

能
を
習
得
す
る
こ
と
が
で

き
た 

有
用
で
適
切
な
情
報

が
入
手
で
き
た 

日
本
政
策
金
融
公
庫
の
融

資
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

た 経
営
指
導
や
衛
生
指
導
、

相
談
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
た 

各
種
共
済
事
業
に
加

入
で
き
た 

組
合
事
業
に
参
加
す
る
こ

と
で
地
域
貢
献
、
社
会
貢

献
が
で
き
た 

割
引
制
度
を
利
用
す

る
こ
と
が
で
き
た 

組
合
事
業
に
参
加
す
る
こ

と
で
店
の
知
名
度
が
上
が

っ
た 

組
合
事
業
に
参
加
す
る
こ

と
で
売
上
が
増
加
し
た 

総   数 82.1  62.9  61.7  55.6  53.1  52.7  52.5  29.5  27.2  13.8  

め ん 類 80.8  57.0  64.0  60.7  57.3  56.3  52.6  24.2  27.3  14.7  

中華料理 77.4  47.8  57.7  64.2  46.0  37.2  48.5  19.0  26.5  10.3  

す    し 81.5  50.0  54.6  52.0  43.9  45.2  57.6  22.4  30.9  10.9  

料    理 82.4  52.3  56.9  52.9  44.4  36.6  49.7  24.2  33.3  11.8  

喫    茶 67.9  42.4  51.8  70.9  54.0  37.4  42.1  37.4  25.9  11.5  

社    交 74.7  54.8  56.6  52.9  55.7  34.8  51.1  52.0  33.9  11.3  

一般飲食 78.8  53.4  60.4  56.2  52.1  49.8  57.4  41.3  35.3  17.5  

食肉販売 75.9  58.8  59.6  39.3  50.2  58.7  45.7  21.5  22.4  15.0  

食鳥肉販売 74.4  51.2  58.1  34.9  43.0  38.4  40.7  23.3  26.7  14.0  

氷雪販売 87.5  57.5  67.5  47.5  57.5  25.0  50.0  15.0  40.0  10.0  

理    容 87.3  78.2  61.8  64.3  60.3  69.1  56.7  25.3  21.9  17.1  

美    容 83.0  71.8  59.1  61.3  54.3  70.0  49.4  21.6  21.4  8.8  

興    行 95.2  59.7  72.6  34.7  51.6  16.9  60.5  21.8  32.3  15.3  

ホテル・旅館 82.2  59.3  74.4  40.7  42.2  37.8  55.6  55.9  31.1  15.6  

公衆浴場 87.2  61.5  66.7  64.4  71.8  54.3  66.7  36.2  31.6  20.5  

クリーニング 88.7  77.8  71.9  52.6  53.3  50.0  43.0  17.9  22.5  12.4  

飲 食 関 係 78.1  51.9  58.0  57.3  50.8  44.1  53.2  34.4  31.9  13.7  

販 売 関 係 76.8  57.0  60.1  39.2  49.3  50.5  45.0  21.2  25.3  14.2  

サービス関係 85.9  71.8  64.7  57.2  55.4  59.2  53.3  27.4  24.1  13.8  

    

   ※ 調査数（総数、各業種）は、第４表を参照のこと。 
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（４） 参加又は利用したことがある組合活動 
 

  組合員が参加または利用したことがある組合活動については、「大会・総会・総代会等への参加」、

「研修会や講習会等への参加」が、いずれも約 74％で高い割合となっている。これに、「参加したこ

とはないが事業があることは知っている」を加えた“事業内容を知っている”は、それぞれ約 96％、

約 94％となっている。 

  「共済・保険事業」、「福利厚生事業への参加・利用（親睦旅行等）」の“利用したことがある”は、

それぞれ約 55％、約 48％であり、“利用したことがないが知っている”は、それぞれ約 31％、約 34％

となっている。 

 「情報提供事業の利用（機関紙等）」（約 46％）、「社会貢献事業への参加（ボランティア活動等）」

（約 43％）、「消費者対策事業への参加・利用（消費者向けイベント等）」（約 33％）、「共同購入等事業

の利用」（約 28％）の順で割合は低くなっているが、これら項目では、“事業を知らない”の割合が 20％

を超えている。 

  「経営相談事業の利用」は、“事業を知っている”は約 74％と比較的割合が高いが、そのうち“利

用したことがある”は約 21％となっている。 ［第５図］ 

 

   

 

【年齢階級別】 

  参加又は利用したことがある組合活動について、年齢階級別にみると、「大会・総会・総代会等への

参加」（第６図①）、「研修会や講習会等への参加」（第６図②）は、40歳以上では 70％以上の高い参加

割合であるのに対し、40歳未満では 50％台でやや低い。 

  「共済・保険事業」（第６図③）、「福利厚生事業への参加・利用」（第６図④）、「消費者対策事業へ

の参加・利用」（第６図⑦）」、「共同購入等事業の利用」（第６図⑧）については、いずれも 60歳以上

での参加・利用割合が高く、40 歳～60 歳未満、40 歳未満と割合が低くなっているが、逆に、その分

60 歳未満では“事業を知らない”割合が高くなっている。 

  また、「経営相談事業の利用」（第６図⑨）については、すべての年齢階級で“利用したことがある”

割合よりも、“事業があることを知っているが利用したことがない”が高くなっている。 

［第６図］ 
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              第６図 年齢階級別にみた組合活動への参加・利用状況 
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39.7

30.1

25.9

28.1

32.5

26.6

24.0

27.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑥ 社会貢献事業への参加

14.8

29.9

42.1

42.7

36.5

36.2

31.1

30.6

48.7

33.9

26.8

26.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑦ 消費者対策事業への参加

10.3

25.4

36.7

37.7

37.7

36.6

32.6

31.0

52.1

38.0

30.7

31.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑧ 共同購入事業の利用

16.1

18.4

25.3

29.8

45.0

53.9

55.4

49.9

38.9

27.8

19.3

20.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

⑨ 経営相談事業の利用

ある

ない（事業は知っている）

ない（事業を知らない）
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【業種別】 

  参加または利用したことがある組合活動について業種別にみると、「大会・総会・総代会等への参

加」または「研修会や講習会等への参加」が、すべての業種で第１位又は第２位の高い割合となっ

ている。 

  「共済・保険事業」の利用は、美容及び理容の約 75％、「福利厚生事業への参加・利用」は理容の

約 65％、美容の約 63％、「社会貢献事業への参加」は、理容の約 65％で高い割合となっている。 

  「共同購入等事業の利用」は、食鳥肉（約 44％）、理容（約 46％）、公衆浴場（約 52％）、クリー

ニング（約 41％）で高い割合となっている。 

  なお、個別業種についてみると、公衆浴場、理容、美容において、総じて組合活動への参加・利 

 用の割合が高くなっている。 ［第６表］ 

 

      第６表 業種別にみた組合活動への参加・利用状況 
   （参加・利用したことがあると答えたものの割合）   （％） 

  

大
会
・
総
会
・
総
代

会
等
へ
の
参
加 

研
修
会
や
講
習
会
等

へ
の
参
加 

共
済
・
保
険
事
業 

福
利
厚
生
事
業
へ
の

参
加
・
利
用 

情
報
提
供
事
業
の
利

用 社
会
貢
献
事
業
へ
の

参
加 

消
費
者
対
策
事
業
へ

の
参
加
・
利
用 

共
同
購
入
等
事
業
の

利
用 

経
営
相
談
事
業
の
利

用 

総   数 74.2  73.8  55.0  47.8  45.9  43.0  32.6  27.8  21.3  

め ん 類 64.7  63.4  56.4  44.7  53.7  43.6  32.4  23.5  25.5  

中華料理 69.3  60.7  37.5  44.9  45.2  36.0  34.8  27.4  18.5  

す    し 66.8  59.7  55.8  39.4  42.9  47.6  37.9  29.0  22.1  

料    理 65.4  64.1  34.0  28.8  43.1  33.3  25.0  8.5  21.6  

喫    茶 52.9  50.7  34.3  23.7  38.8  32.1  29.5  17.3  32.1  

社    交 65.6  59.3  23.1  41.2  40.7  45.7  29.0  8.6  33.5  

一般飲食 63.8  63.8  47.0  43.9  38.6  38.1  27.6  16.7  23.2  

食肉販売 66.4  65.9  64.8  27.7  36.5  24.2  44.1  31.5  17.8  

食鳥肉販売 65.1  69.8  48.8  27.1  50.0  27.9  40.7  44.2  19.8  

氷雪販売 75.0  65.0  25.0  50.0  52.5  32.5  32.5  27.5  15.0  

理    容 87.5  91.3  74.9  65.3  50.8  64.5  37.4  45.9  19.9  

美    容 82.1  83.8  75.2  63.3  44.1  49.0  24.6  22.8  17.3  

興    行 80.6  67.7  4.0  37.1  43.5  32.3  31.5  14.5  17.7  

ホテル・旅館 74.1  72.1  31.9  31.5  51.9  29.3  25.9  23.0  19.3  

公衆浴場 76.9  75.2  63.2  44.4  58.1  39.7  47.4  51.7  37.6  

クリーニング 83.3  90.2  65.7  58.4  56.9  35.0  40.7  41.2  15.3  

飲 食 関 係 64.3  61.1  42.6  39.7  42.0  39.9  30.3  18.2  25.0  

販 売 関 係 67.0  66.7  57.1  29.9  41.3  25.9  42.1  33.9  17.9  

サービス関係 82.6  84.2  63.7  56.8  49.6  48.3  32.5  33.6  19.3  

     ※ 調査数（総数、各業種）は、第４表を参照 
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（５）都道府県組合の活動内容等の評価 

 

   組合員が都道府県組合の活動内容等をどのように評価しているかという満足度についてみると、 

  「大変満足」が６％、「満足」が約 40%となっており、これらを合わせた約 46%が“満足”と答えて

いる。 

 一方、「やや不満足」、「不満足」と回答したものは、それぞれ約７％、約３％となっており、残り 

の約 44％は「どちらともいえない」であり、“満足”とほぼ同じ割合となっている。 ［第７図］ 

 

    

 

 

【年齢階級別】 

  都道府県組合の活動内容等の評価を年齢階級別にみると、「大変満足」と「満足」を合わせた“満足”

は、40 歳未満（約 41％）から 70 歳以上（約 52％）まで、年齢階級が高くなるほどその割合も高くな

っているが、年齢階級間で大きな差はみられない。 

  一方、「不満足」は、70 歳以上（約 1％）から 40 歳未満（約 5％）まで、年齢階級が低くなるほど

その割合が高くなっている。「不満足」と「やや不満足」を合わせた“不満足”も、年齢階級が低くな

るほどその割合が高く、40 歳未満の 10％が最も高くなっている。 

なお、「どちらともいえない」の割合は、年齢階級が低いほど高くなっている。 ［第８図］ 

 

     

 

 

6.0

40.4

44.2

6.7

2.6

第７図 都道府県組合の活動内容の評価 （生衛業計）

大変満足
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やや不満足
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7.5
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4.5

3.0

1.8

0.8
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全体

40歳未満

40歳～60歳未満

60歳～70歳未満

70歳以上

第８図 年齢階級別にみた都道府県組合の活動内容の評価

大変満足 満足 どちらともいえない やや不満足 不満足
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【業種別】 

  都道府県組合の活動内容等の評価を業種別にみると、「大変満足」の割合は、中華料理（約 14％）、

ホテル・旅館（約 10％）、公衆浴場（約 10％）の割合が他と比較して高く、一方、クリーニング（約

2％）、興行（約 4％）と販売業関係３業種（4％未満）で低くなっている。 

「大変満足」と「満足」を合わせた“満足”の割合は、業種３区分間での大きな差はみられないが、 

”満足”が 50％を超える業種は、めん類（約 52％）、中華料理（約 54％）、食鳥肉販売（約 51％）、興行

（約 52％）、ホテル・旅館（約 60％）、公衆浴場（約 52％）となっている。  ［第９図・第１０図］ 
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第９図 業種別にみた都道府県組合の活動内容の評価

大変満足 満足 どちらともいえない やや不満足 不満足
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第１０図 業種３区分でみた都道府県組合の活動内容の評価

大変満足 満足 どちらともいえない やや不満足 不満足
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（６）営業上必要な情報等の入手方法 （複数回答） 
 

組合員の営業上必要な情報等の入手方法については、「組合関係者との交流」が約 54％で最も高

い割合となっており、次いで「仕入業者・機材商」、「インターネット」、「友人（同業者）や親との

情報交換」がそれぞれ約 44％、約 43％、約 36％となっている。 

また、「研修会、講習会から」は約 28％となっている。 

一方、「組合の定期刊行物等」、「一般の雑誌や専門誌等を参考にしている」、「テレビや新聞等の報

道から」といった印刷・メディア媒体は、それぞれ約 17％、約 15％、約 14％となっている。「商店

街などの地域交流」も約 12％となっている。 ［第１１図］ 

 

    

 

 

【年齢階級別】 

  営業上必要な情報等の入手方法を年齢階層別にみると、「組合関係者との交流」は 60 歳～70歳未満

（約 64%）、70歳以上（約 71%）で高い割合となっており、「インターネット」は 40歳未満（約 66％）、

40 歳～60歳未満（約 52％）で高い割合となっている。 

また、「仕入業者・機材商」、「友人（同業者）や親等との情報交換」は、「インターネット」と同様、

年齢階級が低くなるほどその割合が高くなっている。 

「研修会、講演会等から」、「組合の定期刊行物等」、「商店街等との地域交流」は、年齢階級が高く

なるほど、その割合も少しずつ高くなっている。一方、「一般雑誌や専門誌等」は、年齢階級が低いほ

ど高い割合となっている。 

年齢間の違いを比較すると、40歳未満では、「組合関係者との交流」の割合は約 36％と低く、70歳

以上（約 71％）の約半分となっているが、逆に、「インターネット」は約 66％と割合が高く、60 歳～

70 歳未満（約 27％）の２倍以上、70 歳以上（約 17％）の３倍以上となっている。 

  また、印刷物による情報入手についてみると、60歳未満では「一般の雑誌や専門誌等を参考にして

いる」割合が高く、60歳以上では「組合の定期刊行物等」を情報源とする割合が高くなっている。 

［第７表］ 
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組合の定期刊行物等

研修会、講習会から

友人（同業者）や親等との情報交換

インターネット

仕入れ業者・機材商

組合関係者との交流

第１１図 営業情報等の入手方法 （生衛業計） (%)



- 19 - 

 

 第７表 年齢階級別にみた営業情報等の入手方法     （％）          
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数 
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友
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報
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修
会
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合
の
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刊
行
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等 

一
般
の
雑
誌
や
専
門
誌
等
を
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考
に
し
て
い
る 

テ
レ
ビ
や
新
聞
等
の
報
道
か
ら 

商
店
街
な
ど
の
地
域
交
流 

積
極
的
な
情
報
収
集
は
し
て
い

な
い 

総   数 4129 54.0 43.5 43.0 36.2 28.4 16.9 15.4 13.9 12.0 5.1 

40 歳未満 586 36.2 47.9 65.6 45.3 21.9 9.2 16.9 13.5 9.1 3.2 

40 歳～60 歳未満 1917 49.2 46.4 52.2 37.5 26.5 11.7 17.9 14.3 11.4 4.1 

60 歳～70 歳未満 1104 63.8 39.7 27.1 32.3 32.0 24.6 12.7 14.7 12.4 6.6 

70 歳以上 522 71.1 35.7 17.4 29.5 35.3 28.3 10.5 11.2 17.1 7.4 

 

【業種別】 

  営業上必要な情報等の入手方法を業種別にみると、「組合関係者との交流」は、喫茶（約 33％）、美

容（約 46％）を除く業種で 50％以上の高い割合となっており、公衆浴場（約 79％）、クリーニング（約

67％）、ホテル・旅館（約 63％）で高くなっている。 

「仕入業者・機材商」は、美容（約 61％）、食肉販売（約 57％）、食鳥肉販売（約 56％）、喫茶（約

55％）、すし（約 53％）で高い割合となっている。「仕入業者・機材商」は、業種３区分で見ると、販

売業関係の割合が高くなっている。 

  「インターネット」は、興行（約 77％）、ホテル・旅館（約 72％）、料理（約 51％）で、割合が高

く、それぞれ当該業種の情報入手方法の中で最も高い割合となっている。 

 「友人(同業者)や親等との情報交換」は、社交（約 52％）、一般飲食（約 44％）、料理（約 41％）

など飲食業関係での割合が高い。 

「研修会、講演会等から」は、理容（約 43％）、クリーニング（約 41％）、美容（約 40％）での割

合が高い。業種３区分でみると、サービス業関係（約 37％）は、飲食業関係（約 18％）、販売業関係

（約 21％）の倍近い割合となっている。 

「組合の定期刊行物等」は、氷雪販売（約 35％）、公衆浴場（約 31％）が他の業種に比べ高い割合

となっており、これら２業種では「組合関係者との交流」に次いで２番目に高い割合になっている。

また、「組合の定期刊行物等」は、業種３区分では、サービス業関係の割合が高い。 

「一般の雑誌や専門誌等を参考にしている」は、全体的に割合が低い中、美容が約 21％、興行が約

20％となっている。 

「テレビや新聞等の報道から」は、興行（約 27％）、喫茶（約 26％）が他の業種より高い割合とな

っている。 

「商店街などの地域交流」は、料理、喫茶、一般飲食、食肉販売、氷雪販売が、それぞれ 20％台で

はあるが、他の業種に比べ高い割合となっている。 ［第８表］ 
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 第８表 業種別にみた営業情報等の入手方法        (％）                  
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道
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店
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な
情
報
収
集
は
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総   数 4117 54.0 43.5 43.0 36.2 28.4 16.9 15.4 13.9 12.0 5.1 

め ん 類 152 58.6 48.7 41.4 27.6 23.7 28.3 17.1 14.5 11.2 4.6 

中華料理 136 55.1 46.3 33.8 33.8 22.1 16.9 15.4 16.9 13.2 4.4 

す    し 233 51.9 52.8 40.8 38.6 11.6 8.2 16.7 19.7 13.7 6.0 

料    理 153 50.3 34.0 51.0 41.2 11.1 7.8 19.0 19.0 21.6 7.2 

喫    茶 141 33.3 55.3 46.1 33.3 13.5 7.8 12.8 25.5 20.6 6.4 

社    交 221 52.9 20.4 37.1 52.0 17.6 16.7 10.0 12.7 18.1 9.5 

一般飲食 526 52.1 28.5 44.9 44.3 21.7 11.2 15.6 16.2 22.1 6.1 

食肉販売 257 50.2 57.2 28.8 33.5 22.6 11.7 8.6 20.6 20.2 5.8 

食鳥肉販売 86 55.8 55.8 38.4 36.0 14.0 16.3 4.7 14.0 17.4 2.3 

氷雪販売 40 55.0 30.0 32.5 32.5 27.5 35.0 10.0 10.0 20.0 5.0 

理    容 695 57.6 45.9 40.0 35.0 43.0 20.1 18.8 9.2 6.9 3.7 

美    容 690 46.1 61.0 42.0 33.8 40.3 20.9 21.4 7.5 4.9 2.9 

興    行 124 51.6 28.2 77.4 27.4 14.5 7.3 20.2 26.6 6.5 1.6 

ホテル・旅館 270 62.2 15.6 71.9 35.2 26.3 13.7 14.4 18.1 10.0 6.7 

公衆浴場 118 78.8 23.7 26.3 28.0 24.6 31.4 3.4 13.6 5.9 11.9 

クリーニング 275 66.5 55.3 35.6 31.6 40.7 24.0 7.6 7.3 4.0 3.6 

飲 食 関 係 1562 51.2  37.5  42.6  40.7  18.1  13.1  15.2  17.2  18.2  6.4  

販 売 関 係 383 52.0  54.0  31.3  33.9  21.1  15.1  7.8  18.0  19.6  5.0  

サービス関係 2172 56.4  45.9  45.4  33.4  37.2  19.9  16.9  10.8  6.2  4.1  

 

 

（７）組合からの希望する情報伝達方法（複数回答） 
 

  組合からの情報伝達について、どのような方法での入手を希望するかについては、「郵便」（約 52％）

が最も高い割合となっている。次いで、「機関紙」（約 43％）、「ＦＡＸ」（約 36％）、「メール（パソ

コン）」（約 32％）、「電話」（約 31％）、「メール（スマホ・携帯等）」（約 29％）の順となっており、

総じて紙媒体を希望する割合が高くなっている。 

   一方、「訪問」（約 11％）は、他の方法と比べ低い割合となっている。 ［第１２図］ 
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【年齢階級別】 

  組合からの希望する情報伝達方法を年齢階層別にみると、すべての年齢階級で「郵便」が最も高い

割合となっており、70歳以上で約 59％となっているが、年齢階級間の差は比較的小さい。 

「機関紙」、「ＦＡＸ」、「電話」も、年齢階級が高くなるほどその割合も高くなる傾向がみられる。 

 一方、「メール（パソコン）」、「メール（スマホ・携帯等）」は、年齢階級が低くなるほどその割合が

高くなっており、70歳以上ではそれぞれ約 16％、約 12％であるのに対し、40 歳未満ではそれぞれ約

40％、約 42％となっている。 ［第９表］ 

 

第９表 年齢階級別にみた組合からの希望する情報伝達方法  （％）     

  

調 

査 

数 

 

郵 
 
 

便 

 

機 

関 

紙 

 

Ｆ 
 

Ａ 
 

Ｘ 

 

メ
ー
ル(

パ
ソ
コ
ン) 

 

電 
 
 

話 

 

メ
ー
ル(

ス
マ
ホ
等) 

 

訪 
 
 

問 

総    数 4129 52.2 42.7 36.0 31.9 31.4 29.1 11.1 

40 歳未満 586 51.1 30.9 23.8 40.3 25.2 41.5 12.3 

40 歳～60 歳未満 1917 48.0 40.3 32.1 37.9 27.8 36.7 10.6 

60 歳～70 歳未満 1104 57.1 48.6 45.8 24.5 34.7 17.1 10.7 

70 歳以上 522 58.8 52.5 43.4 16.0 44.7 12.1 12.1 
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郵 便

機関誌
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電 話

メール(スマホ・携帯)

訪 問

第１２図 組合からの希望する情報伝達方法 （生衛業計） （％）
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【業種別】 

  組合からの希望する情報伝達方法を業種別にみると、半数を超える業種で「郵便」の希望が最も

高い割合となっている。 

  「郵便」以外の方法が最も高い割合となっている業種は、料理、食肉販売、氷雪販売、理容、興

行、ホテル・旅館、クリーニングであり、うち、理容、クリーニングは「機関紙」がそれぞれ約

53％、約 52％と最も高い割合となっている。料理、食肉販売、食鳥肉販売は「ＦＡＸ」がそれぞれ

約 53％、約 65％、約 62％となっており、氷雪は「電話」が約 53％、興行、ホテル・旅館は「メー

ル（パソコン）」がそれぞれ約 71％、約 66％と最も高い割合となっている。 

「訪問」は全体の割合は低いが、中華（約 22％）、喫茶（約 21％）、社交（約 19％）、公衆浴場

（約 18％）などの業種で高い割合となっている。 ［第１０表］ 

 

第１０表 業種別にみた組合からの希望する情報伝達方法  （％） 

  

調 

査 

数 
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便 

 

機 
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紙 

 

Ｆ 
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Ｘ 

 
メ
ー
ル(

パ
ソ
コ
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ー
ル(

ス
マ
ホ
等) 

 

訪 
 
 

問 

総   数 4109 52.2 42.7 36.0 31.9 31.4 29.1 11.1 

め ん 類 152 60.5 54.6 30.3 23.7 37.5 23.7 9.9 

中華料理 135 58.5 47.4 28.1 20.0 34.8 28.1 21.5 

す    し 233 56.7 30.0 46.4 18.9 37.8 21.9 12.9 

料    理 151 46.4 32.5 53.0 38.4 25.8 24.5 11.3 

喫    茶 141 52.5 43.3 27.7 28.4 33.3 17.7 21.3 

社    交 221 45.7 42.5 20.4 18.1 31.2 40.3 18.6 

一般飲食 527 52.0 38.5 28.8 23.5 33.4 30.7 14.2 

食肉販売 257 58.8 35.0 65.4 25.3 30.0 10.9 8.6 

食鳥肉販売 86 61.6 29.1 61.6 23.3 26.7 11.6 7.0 

氷雪販売 40 47.5 40.0 47.5 20.0 52.5 25.0 17.5 

理    容 692 44.5 52.6 22.7 38.7 32.4 41.2 7.5 

美    容 689 59.2 48.6 29.9 33.4 25.4 39.5 9.0 

興    行 124 44.4 15.3 61.3 71.0 31.5 15.3 6.5 

ホテル・旅館 268 47.0 32.8 61.9 66.4 22.8 13.1 2.2 

公衆浴場 118 56.8 44.1 28.8 16.1 52.5 20.3 18.6 

クリーニング 275 49.8 51.6 33.8 24.4 30.9 26.9 12.0 

飲 食 関 係 1560 52.7  40.0  32.6  23.7  33.5  28.1  15.2  

販 売 関 係 383 58.2  34.2  62.7  24.3  31.6  12.5  9.1  

サービス関係 2166 50.8  46.2  33.8  39.2  29.8  32.7  8.4  
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（８）組合員を増やす必要性 
  

組合員を増やすことの必要性については、大多数（約 91％）が「必要と思う」と回答している 

 が、「必要と思わない」ものも約９％を占めている。 ［第１３図］ 

 

    

 

 

【年齢階級別】 

組合員を増やす必要性について年齢階級別にみると、すべての年齢階級で「必要と思う」の回答割

合は高いが、40 歳以上では 90％以上であるのに対し、40 歳未満では約 84％とやや低い割合となって

いる。 ［第１４図］ 
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第１３図 組合員増員の必要性 （生衛業計） (%)
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第１４図 組合員増員の必要性
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【業種別】 

組合員を増やす必要性について業種別にみると、「必要と思う」の全業種平均（約 91％）に対し、 

興行（約 80％）、公衆浴場（約 83％）、氷雪販売（約 85％）、料理（約 85％）、食肉販売（約 87％）が、

平均をやや下回っている。 ［第１５図・第１６図］ 
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第１５図 業種別にみた組合員増員の必要性
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（９）組合員を増やすことが必要な理由 

（（８）の設問で「必要」と回答した者への設問：複数回答） 
 

   前問で、組合員を増やすことが必要と回答した者について、「必要と考える理由」をみると、「生

衛業の声を国や地域や消費者に届けるためには、多くの組合員がいることが必要であるから」が、

約 70％と最も高い割合で、次いで「組合活動の目的は、衛生水準の維持や業界振興にあるので、多

くの同業者が参加すべきであるから」の約 58％となっている。 

   また、組合の存続に関する「組合員が少ないと財政上困難になるので、組合員を増やす必要があ

るから」、「組合組織を後世にも残すため、組合員を増やす必要があるから」も、それぞれ約 48％、

約 46％となっている。 

   一方、「組合活動によって事業者が得られる利益は、全ての事業者のものであるので、一部の事業

者のみがその活動を支えるのはおかしいから」は、他の項目と比べ割合は低く約 18％となっている。  

［第１７図］ 

 

 

 

【年齢階級別】 

  組合員を増やすことが必要な理由を年齢階級別にみると、すべての年齢階級で「生衛業の声を国や

地域や消費者に届けるためには、多くの組合員がいることが必要であるから」が最も高い割合で、次

いで「組合活動の目的は、衛生水準の維持や業界振興にあるので、多くの同業者が参加すべきである

から」となっており、また、年齢階級が高くなるほどその割合も高くなっている。 

  組合の存続に関する「組合員が少ないと財政上困難になるので、組合員を増やす必要があるから」、

「組合組織を後世にも残すため、組合員を増やす必要があるから」も、年齢階級が高くなるほどその

割合が高くなっている。 

  一方、「組合活動によって事業者が得られる利益は、全ての事業者のものであるので、一部の事業者 

のみがその活動を支えるのはおかしいから」は、年齢階級が低いほどその割合は高くなっている。 

 ［第１１表］ 
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第１７図 組合員増員が必要な理由 （生衛業計）
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    第１１表 年齢階級別にみた組合員増員が必要な理由      (%)        
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総    数 3732 69.9 57.8 47.5 46.4 17.9 

40 歳未満 491 63.3 54.6 37.1 42.0 21.0 

40 歳～60 歳未満 1742 70.3 57.6 47.0 45.3 18.3 

60 歳～70 歳未満 1018 71.1 58.7 51.1 48.6 16.6 

70 歳以上 481 72.3 59.9 52.4 50.1 15.8 

 

【業種別】 

  組合員を増やすことが必要な理由を業種別にみると、氷雪販売を除いた全業種で、「生衛業の声を

国や地域や消費者に届けるためには、多くの組合員がいることが必要であるから」が、約 60％～70 

 ％台で最も高い割合となっている。なお、氷雪販売は、「組合活動の目的は、衛生水準の維持や業界振

興にあるので、多くの同業者が参加すべきであるから」が約 77％で最も高い割合となっているが、「生

衛業の声を国や地域や消費者に届けるためには、多くの組合員がいることが必要であるから」も約

65％で、他の業種と並ぶ高い割合となっている。 

  「組合活動の目的は、衛生水準の維持や業界振興にあるので、多くの同業者が参加すべきであるか

ら」は、すし、料理、理容、公衆浴場、クリーニングを除く大部分の業種で、２番目に割合が高く、

60％前後となっている。 

  なお、すし、料理、公衆浴場、クリーニングでは、「組合員が少ないと財政上困難になるので、組合

員を増やす必要があるから」が、それぞれ約 58％、約 61％、約 62％、約 56％で２番目に高い割合と

なっている。また、理容は、「組合組織を後世にも残すため、組合員を増やす必要があるから」（約 59％）

が、２番目に高い割合となっている。 

 「組合員が少ないと財政上困難になるので、組合員を増やす必要があるから」は、その割合が低い

社交（約 37％）、美容（約 38％）から割合の高い料理（約 61％）、公衆浴場（約 62％）までバラツキ

が大きい。 

 「組合組織を後世にも残すため、組合員を増やす必要があるから」も、割合の低い食鳥肉販売（約 

33％）、喫茶（約 36％）から、割合の高いすし（約 57％）、理容（約 59％）まで、かなりのバラツキ

がみられる。業種３区分でみると、販売関係（約 37％）に対し、飲食関係（約 45％）、サービス関係

（約 49％）の割合が高くなっている。 

「組合活動によって事業者が得られる利益は、全ての事業者のものであるので、一部の事業者のみ

がその活動を支えるのはおかしいから」は、生衛業平均の約 18％に対し、美容（約 23％）、氷雪販売

（約 24％）などの割合が高くなっている。業種３区分でみると、飲食業関係の約 15％に比べ、販売業

関係（約 20％）及びサービス業関係（約 20％）が生衛業平均を上回っている。 

［第１２表］ 
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      第１２表 業種別にみた組合員増員が必要な理由         (%)                                                                   
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総   数 3733 69.9 57.8 47.5 46.4 17.9 

め ん 類 138 63.8 61.6 52.9 45.7 13.8 

中華料理 129 70.5 59.7 48.8 50.4 14.0 

す    し 217 58.5 53.0 58.1 57.1 7.8 

料    理 129 71.3 53.5 60.5 41.9 13.2 

喫    茶 132 73.5 59.8 43.9 35.6 12.9 

社    交 203 67.0 54.2 37.4 48.3 16.3 

一般飲食 490 69.2 57.8 53.5 41.0 19.2 

食肉販売 224 77.2 55.8 46.9 37.1 20.1 

食鳥肉販売 78 60.3 57.7 52.6 33.3 17.9 

氷雪販売 34 64.7 76.5 41.2 47.1 23.5 

理    容 623 66.1 58.3 46.1 59.2 16.5 

美    容 631 73.4 59.6 37.7 48.2 23.3 

興    行 98 71.4 64.3 42.9 28.6 17.3 

ホテル・旅館 249 82.3 63.1 41.0 37.3 21.3 

公衆浴場 97 72.2 45.4 61.9 39.2 20.6 

クリーニング 261 67.8 53.6 56.3 47.1 17.6 

飲 食 関 係 1438 67.5 56.9 51.2 45.3 15.0 

販 売 関 係 336 72.0 58.3 47.6 37.2 19.9 

サービス関係 1959 71.3 58.3 44.7 48.7 19.7 
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２ 都道府県生活衛生営業指導センターについて 

 

（１）都道府県指導センターの名前や事業内容の認知度 
 

   組合員の都道府県指導センターの名前や事業内容の認知度についてみると、「よく知っている」

が約 15％、「事業内容等についても、ある程度知っている」が約 30％で、これらを合わせた“知っ

ている”は約 45％となっている。 

   一方、「名前を聞いたことがある程度で、よく知らない」は、「知っている」と同程度の 42％とな

っており、また、「名前を聞いたことがある程度で、よく知らない」と「まったく知らない」を合わ

せた“知らない”は約 55％となっており、半数を超えている。 ［第１８図］                                          
 

     

 

【年齢階級別】 

  都道府県指導センターの認知度を年齢階級別にみると、「よく知っている」は、40 歳未満（約５％）

から 70 歳以上（約 29％）まで大きな差があり、年齢階級が低いほど認知度が低くなっている。 

  「事業内容等についても、ある程度知っている」も年齢階級が低いほど割合も低く、「よく知ってい

る」と「事業内容等についても、ある程度知っている」を合わせた“知っている”は、40歳未満で約

26％、40歳～60 歳未満で約 39％、60 歳～70歳未満で約 58％、70 歳以上で約 63％となっている。 

  一方、「まったく知らない」者の割合は、40 歳未満で約 22％、40 歳～60 歳未満で約 14％、60歳～

70 歳未満で約９％、70歳以上で約７％と、年齢階級が低くなるほどその割合が高くなっている。「名

前を聞いたことがある程度で、よく知らない」も、それぞれ、約 52％、約 47％、約 34％、約 30％で、

同様の傾向を示している。 

 なお、「まったく知らない」と「名前を聞いたことがある程度で、よく知らない」を合わせた“知ら

ない”は、40歳未満で約 74％、40歳～60 歳未満で約 42％、60 歳～70歳未満で約 42％、70歳以上で

約 37％となっている。 ［第１９図］ 
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【業種別】 

  都道府県指導センターの認知度を業種別にみると、氷雪販売、興行、公衆浴場、クリーニングでは、

「よく知っている」と「事業内容等についても、ある程度知っている」を合わせた“知っている”割

合は、他の業種と比較して高く、それぞれ 60％を超えている。 

  他方、食鳥肉販売、ホテル・旅館、美容、食肉販売、理容では、「よく知らない」と「全く知らない」

を合わせた“知らない”が 60％を超えている。 ［第２０図］ 
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（２）利用・参加したことがある都道府県指導センターが実施する事業等（複数回答） 

 

  前問で「よく知っている」及び「事業内容等についても、ある程度知っている」と回答した者に 

 ついて、都道府県指導センターが実施する事業等への利用・参加状況をみると、「研修会・講習会」 

 が約 61％で最も高い割合となっている。次いで、「センター実施調査への協力」（約 39％）、「融 

 資相談」（約 36％）が約４割を占め、「大会・展示会など」（約 23％）、「標準営業約款の登録」（約 

 22％）、「経営相談」（約 19％）、「情報収集提供」（約 17％）、「衛生基準の相談」（約 11％）、「苦情 

 相談」（約 5％）の順となっている。 ［第２２図］ 

 

    

 

【年齢階級別】 

  都道府県指導センター事業の利用・参加状況を年齢階級別にみると、40 歳以上の年齢階級では、「研

修会・講習会」が最も高い割合となっており、年齢階級が高くなるほどその割合も高くなっている。

なお、40歳未満では「融資相談」が最も高い割合となっている。 

  また、「センター実施調査への協力」、「大会・展示会等」、「標準営業約款の登録」、「経営相談」、「情

報収集提供」、「衛生基準の相談」、「苦情相談」の各事業では、60 歳～70歳未満と 70歳以上の年齢階

級ではほとんど差がみられないが、60歳未満では年齢階級が低くなるほど利用・参加の割合も低くな

っている。 

なお、40歳未満では、「研修会・講習会」、「標準営業約款の登録」で 40歳以上との差が大きい。 

［第１３表］ 
 

第１３表 年齢階級別にみた指導センター事業の利用・参加状況     （％） 
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総    数 4129 61.4 39.2 35.9 22.5 22.4 18.6 17.0 10.7 4.6 

40 歳未満 586 38.6 30.3 42.8 15.2 9.0 15.9 14.5 9.7 3.4 

40 歳～60 歳未満 1917 60.9 36.7 34.3 21.6 22.3 17.1 14.9 7.0 3.6 

60 歳～70 歳未満 1104 64.7 42.1 37.4 24.3 25.0 20.4 17.7 13.6 5.8 

70 歳以上 522 66.5 42.9 33.5 24.1 23.8 19.4 21.6 13.8 5.0 
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【業種別】 

  都道府県指導センター事業の利用・参加状況を業種別にみると、「研修会・講習会」について、生衛

業平均の約 61％を超えるのは、クリーニング（約 80％）、興行（約 73％）、一般飲食（約 69％）、ホテ

ル・旅館（約 66％）、食肉販売（約 62％）となっている。 

「センター実施調査への協力」は、公衆浴場（約 69％）、興行（約 52％）、料理（約 48％）などで

その割合が高くなっている。「融資相談」は、喫茶（約 57％）、社交（約 47％）、めん類（約 44％）な

ど飲食業で比較的その割合が高くなっている。 

  「大会・展示会など」は、食鳥肉販売（約 31％）、中華料理（約 32％）などで割合が高い。 

  「標準営業約款の登録」は、理容（約 60％）、美容（約 42％）、クリーニング（約 39％）、めん類（約

26％）の割合が高くなっている。 

  「経営相談」は、どの業種も 10％台から 20％台となっている。 

 「衛生基準の相談」は、食鳥肉販売（約 21％）が全業種を通じ最も高くなっている。 

 「苦情相談」は、生衛業平均の約５％に比べ、氷雪販売（約 15％）、興行（約 12％）、クリーニング

（約 8％）の割合が高くなっている。 ［第１４表］ 
 

 第１４表 業種別にみた指導センター事業の利用・参加状況   （％）     
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総   数 1781 61.4 39.2 35.9 22.5 22.4 18.6 17.0 10.7 4.6 

め ん 類 62 59.7 38.7 43.5 21.0 25.8 25.8 19.4 12.9 3.2 

中華料理 54 55.6 40.7 40.7 31.5 3.7 22.2 25.9 1.9 7.4 

す    し 117 54.7 37.6 41.9 26.5 1.7 17.9 15.4 9.4 2.6 

料    理 77 46.8 48.1 37.7 20.8 6.5 28.6 18.2 13.0 5.2 

喫    茶 68 50.0 47.1 57.4 27.9 2.9 22.1 17.6 8.8 2.9 

社    交 93 54.8 33.3 47.3 26.9 4.3 17.2 16.1 7.5 2.2 

一般飲食 216 68.5 32.4 36.6 24.5 9.7 21.8 14.8 11.6 3.7 

食肉販売 101 62.4 38.6 32.7 24.8 1.0 18.8 18.8 17.8 3.0 

食鳥肉販売 29 51.7 44.8 31.0 31.0 － 27.6 6.9 20.7 － 

氷雪販売 26 53.8 38.5 26.9 3.8 11.5 19.2 23.1 15.4 15.4 

理    容 275 56.7 37.5 32.0 19.3 59.6 16.7 14.5 10.9 3.6 

美    容 257 59.9 33.1 32.7 23.0 42.4 12.8 17.1 8.9 4.3 

興    行 69 72.5 52.2 27.5 27.5 － 21.7 26.1 8.7 11.6 

ホテル・旅館 96 65.6 36.5 35.4 19.8 3.1 22.9 21.9 13.5 4.2 

公衆浴場 74 59.5 68.9 40.5 24.3 2.7 18.9 18.9 17.6 4.1 

クリーニング 167 80.2 39.5 28.1 13.8 38.9 12.0 13.2 6.0 8.4 

飲 食 関 係 687 58.2 37.8 42.1 25.3 7.6 21.7 17.0 9.9 3.6 

販 売 関 係 156 59.0 39.7 31.4 22.4 2.6 20.5 17.3 17.9 4.5 

サービス関係 938 64.1 40.1 32.2 20.4 36.6 16.0 17.0 10.1 5.3 
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第３ 参考 

 

「生活衛生同業組合等に関するアンケート調査」の概要 

≪組合員調査・組合事務局調査≫ 

 

１ 目 的 

生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という）は、「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に

関する法律」（以下｢生衛法｣という)に基づき設立された同業者の自主的組織であるが、生衛法制定

後６０年近くが経過しようとする中で、組合の設立趣旨に対する組合員の意識の希薄化や組合員の

減少による組織基盤の脆弱化が否めない状況となっている。 

本調査は、「平成２７年度衛生水準の確保・向上事業」の一環として、生衛組合の組合員（経営

者）及び組合事務局（理事長等）を対象に、生衛組合に対する組合員のニーズ等を把握し、今後の

生衛組合の基盤強化と組合活動の活性化のための基礎資料を整備することを目的とする。 

 

２ 調査対象と調査の構成 

(1) 調査対象と調査の構成 

各業の都道府県生衛組合の組合員（経営者）及び生衛組合事務局（理事長等）を対象とし、調

査は「組合員調査」及び「生衛組合事務局調査」で構成する 

(2) 調査対象数 

① 組合員調査は、全国で約 4,200 を対象とし、都道府県別・業種別に所定数を調査する（別紙

３）。 

② 組合事務局調査は、簡易宿所組合、休眠組合を除く全ての都道府県組合(約 570)を対象とす

る。 

 

３ 調査の期日及び調査期間 

  組合員調査及び組合事務局調査は、平成 27年 11 月 1日現在で実施し、調査期間は平成 27 年 10

月～11 月とする。 

 

４ 調査方法等 

(1) 調査の系統 

   全国指導センター―都道府県指導センター―都道府県組合―組合員 

(2) 調査方法 

① 組合員調査の調査対象は、都道府県組合において所定数を選定する。 

② 調査方法は、原則、郵送調査とする。 

 

５ 調査事項（調査票） 

組合員調査は別紙１、組合事務局調査は別紙２（省略）のとおりとする。 

 

６ 結果の取りまとめ公表等 

 ① 組合員調査、組合事務局調査の結果を取りまとめ、結果報告書を作成する。 

 ② 結果報告書は、関係者に配布するとともに、ホームページで公表する。 
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  別紙３  　  平成27年度　生活衛生同業組合等に関するアンケート調査　調査対象数

北 海 道 6 6 6 6 6 0 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 90
青 森 6 0 0 6 6 0 0 0 0 3 15 15 3 6 3 6 69
岩 手 6 0 6 6 6 15 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 99
宮 城 6 6 6 6 3 0 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 87
秋 田 6 6 3 6 0 15 6 0 0 6 15 15 3 6 0 6 93
山 形 6 6 0 6 6 0 6 0 0 6 15 15 3 6 0 6 81
福 島 6 0 6 6 0 6 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 84
茨 城 6 6 6 0 6 0 6 0 0 6 15 15 3 6 0 6 81
栃 木 6 6 6 6 6 15 0 0 6 6 15 15 3 6 3 6 105
群 馬 6 6 6 6 0 15 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 93
埼 玉 6 6 6 6 0 15 6 0 6 6 15 15 3 6 3 6 105
千 葉 6 6 6 0 6 15 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 93
東 京 6 6 6 6 6 15 6 3 6 0 15 15 3 6 3 6 108
神 奈 川 6 6 6 6 6 15 6 3 6 6 15 15 3 6 3 6 114
新 潟 6 6 0 3 6 3 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 78
富 山 6 6 6 6 6 15 6 0 0 0 15 15 3 6 3 6 99
石 川 6 6 0 6 6 15 6 3 0 0 15 15 3 6 3 6 96
福 井 6 6 3 6 6 15 3 3 0 6 15 15 3 6 3 3 99
山 梨 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 60
長 野 6 6 0 6 0 15 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 87
岐 阜 6 0 3 6 6 15 6 0 3 6 15 15 3 6 3 6 99
静 岡 6 6 0 6 6 15 0 0 6 6 15 15 3 6 3 6 99
愛 知 6 6 6 6 6 15 6 3 6 6 15 15 3 6 3 6 114
三 重 6 6 0 6 6 15 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 99
滋 賀 6 0 0 6 0 0 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 72
京 都 6 6 6 6 6 15 6 0 6 6 15 15 3 6 3 6 111
大 阪 6 6 6 6 6 15 6 3 6 6 15 15 3 6 3 6 114
兵 庫 6 6 6 6 6 15 6 0 6 6 15 15 3 6 3 6 111
奈 良 0 0 0 0 0 15 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 69
和 歌 山 0 0 0 0 0 15 0 0 0 6 15 15 2 6 3 6 68
鳥 取 0 0 0 0 0 15 0 0 0 6 15 15 0 6 3 6 66
島 根 3 0 0 0 0 15 0 0 0 6 15 15 2 6 0 6 68
岡 山 6 0 0 6 6 15 6 0 3 6 15 15 3 6 3 6 96
広 島 6 0 0 6 6 15 6 0 6 6 15 15 3 6 3 6 99
山 口 6 0 0 0 0 15 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 75
徳 島 6 0 0 6 6 0 0 0 3 6 15 15 0 6 3 6 72
香 川 6 0 6 6 0 15 0 0 6 6 15 15 3 6 3 6 93
愛 媛 6 0 6 6 0 15 6 0 3 6 15 15 3 6 3 6 96
高 知 0 0 6 6 0 0 6 0 0 6 15 15 3 6 0 6 69
福 岡 6 0 0 6 6 15 6 3 6 6 15 15 3 6 3 6 102
佐 賀 0 0 0 0 6 15 0 0 0 6 15 15 1 6 0 6 70
長 崎 6 0 0 6 6 15 0 3 0 6 15 15 3 6 3 6 90
熊 本 6 0 0 6 3 15 0 0 0 6 15 15 1 6 3 6 82
大 分 6 0 0 6 0 15 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 87
宮 崎 6 0 0 6 0 15 0 0 0 6 15 15 3 6 3 6 81
鹿 児 島 6 0 0 6 0 15 6 0 0 6 15 15 3 6 3 6 87
沖 縄 3 0 0 6 0 15 0 0 0 0 15 15 0 6 1 6 67
合 計 246 132 123 225 162 549 159 24 84 255 705 705 126 282 121 279 4,177

(注)１．この表の調査対象数は調査計画としての基本数を示したものである。

(注)２．調査対象は組合加入歴の3区分別に選定するため、原則3の倍数としている。

(注)３．組合員数が30未満の場合の対象数は、原則3としている。対象数1又は2は、組合員数と同数の場合である。
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